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パリ協定

2050年
CO2排出量正味

ゼロ

へ！

2050年CO2ゼロ宣言!
1.5℃を目指す京都アピール!
IPCC総会で「IPCC京都ガイドライン」採択!

地球温暖化対策条例を改正（2020年12月）

● 2050年ゼロ，2030年40％以上削減を明記

● 新築建築物への再エネ設置義務の拡大・強化

● 「エネルギー消費量等の報告義務」を中規模事業者に拡大

京都議定書

新たな計画を策定（3月末予定）

●再エネ導入目標を引上げ
● ライフスタイル，ビジネス，エネルギー，モビリティの
４つの分野の転換を図る施策を展開

● CO2吸収源対策を推進
● 気候変動適応策を推進

小泉大臣が京都市等のゼロ宣言を評価

➡317自治体（人口の81％）に拡大

⇒菅首相「2050年ゼロ」を表明
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日本初!「脱石炭連盟」に加盟2021



京都市協力の下，気候ネットワーク，E-konzalにより算定

2030年度までに ・エネルギー消費量 現状から▲18％
・再エネ 太陽光発電設備 現状の２倍に

再エネ100％電気 ＋７万世帯，7,000事業所

（Google Environmental insights Explorer）

など

将来推計による脱炭素シナリオの作成 Googleによる再エネポテンシャル推計



京都市1.5℃を目指す将来世代職員フューチャーデザインチーム

チーム員:2050年時点の京都市政を担う若手職員

実施手法:将来世代の視点で政策立案を行う「フューチャー
・デザイン」を活用したワークショップ

(C) Fridays for Future Kyoto

（2019年5月） （2019年11月）

未来を担う世代の参画－若者との意見交換－

←市⾧とFridays for Future
Kyotoのメンバーとの意見交換



＜大規模 Large＞

＜小規模 Small＞

＜中規模 Medium＞

義務の拡大・強化義務の拡大・強化

支援支援

再エネ導入に係る
説明を義務化

建築士
↓

建築主
＜説明内容＞
・再エネのCO2削減効果
・導入可能な再エネの種類 など

義務強化 定量 ➡ 従量

義務の対象に追加（定量）

補助制度で住宅への普及を後押し

（2,000㎡～）

(300㎡～2,000㎡)

(～300㎡)

全国で
京都のみ



大規模排出事業者 Mass emission enterprise

中規模排出事業者Medium-volume emission enterprise

中小事業者 Small and medium enterprise

＜エネルギー消費量等報告制度（2022～）＞

・新たに同制度への協力を求める

・同制度の開始に向け「機運醸成プロジェクト
(プレ事業)」を実施予定（2021）

＜中小事業者省エネモデル普及拡大へ
（2021～(予定)）＞

・中小事業者の団体と連携し，効果的な省エネ
対策（設備改修等）のモデルを構築し，各団
体内で横展開を図る

＜事業者排出量削減計画書制度（2005～）＞

・再エネの導入などを評価項目に加え，
削減目標を引上げ（2023～）

※ 運輸 :１％→２％
産業 :２％→４％
業務 :３％→６％

（３年平均の削減率
）


